
国別援助方針　別紙

2017年4月現在

基本方針
（大目標）

重点分野１
（中目標）

2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

ナンプラ-クアンバ間道路改善計画 有償 59.78
アフリカ開発銀行との協調融資
経済インフラ整備プログラムにも該当

マンディンバ-リシンガ道路改善計画 有償 67.73
アフリカ開発銀行との協調融資
経済インフラ整備プログラムにも該当

イレ-クアンバ間道路橋梁整備計画 無償 38.05 経済インフラ整備プログラムにも該当

カーボデルガード州橋梁建設計画 無償 34.19 経済インフラ整備プログラムにも該当

ナカラ回廊道路網改善事業準備調査 協準 2.63
円借款付帯案件、経済インフラ整備プ
ログラムにも該当

ナカラ回廊農業開発研究能力向上プロジェクト 技プロ 6.00 農業技術支援プログラムにも該当

ナカラ回廊農業開発マスタープラン策定支援 開発計画 4.80
有償勘定技術協力
農業技術支援プログラムにも該当

ナカラ回廊農業開発におけるコミュニティレベル開発モデル策定
プロジェクト

技プロ 12.00 農業技術支援プログラムにも該当

ナカラ港運営改善支援 個別専門家 円借款付帯案件

ナカラ港運営改善支援 国別研修 円借款付帯案件

ナカラ港開発計画（Ｉ） 有償 78.89 経済インフラ整備プログラムにも該当

ナカラ港開発計画（Ⅱ） 有償 292.35 経済インフラ整備プログラムにも該当

円借款事業実施支援アドバイザー 個別専門家 円借款付帯案件

実施期間
支援額

（億円）
備考

ナカラ回廊開
発・整備プログ
ラム

ナカラ回廊及び周辺地域におけ
る道路・橋梁の整備・改修など
の社会基盤整備を行い、回廊周
辺地域の農業開発支援、及び教
育・保健等包括的な支援を行
う。

対モザンビーク共和国　事業展開計画

潜在力を活かした持続可能な経済成長の推進と貧困削減

回廊開発を含む地域経済活性化

開発目標１－１
（小目標）

回廊開発支援

【現状と課題】
　南部アフリカ経済は、資源の輸出及び南アフリカ共和国を中心とした商業取引に依存しているが、近
年、石炭・天然ガスを始めとした資源開発が開始され、回廊開発及び地域経済の活性化のために、周辺
インフラの整備を中心として地域経済の成長を加速化し、地域経済を多角化する必要がある。また、モ
ザンビークはザンビア、マラウイ、ジンバブエなどの内陸国の外港を有しており、特にナカラ港、マプ
ト港に向けて続く道路は経済（開発）回廊として重要な位置を占めている。このような幹線道路の整備
とその周辺地域の開発促進はモザンビークのみならず内陸国（マラウイ、ザンビア、ジンバブエ等）の
経済成長に寄与する重要な課題となっている。

【開発課題への対応方針】
開発課題に対して以下の取組を行う。
（1）回廊及び回廊周辺地域の社会基盤整備及び人材育成
（2）回廊周辺地域の開発ポテンシャルの確認及び開発促進支援

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム



ナカラ回廊送変電網強化計画 無償 20.12

ナカラ市医療従事者養成学校建設計画 無償 21.21 基礎保健改善プログラムにも該当

ニアッサ州持続的給水システム推進プロジェクト 技プロ 6.82 給水・衛生改善プログラムにも該当

モバイルマッピングシステムを活用した道路維持管理手法の導入
に関する案件化調査

協準

ナカラ回廊開発促進支援 個別専門家
新成長戦略案件
経済インフラ整備プログラムにも該当

マプトガス複合式火力発電所整備計画 有償 172.69 産業振興プログラムにも該当

マプト市における持続可能な3R活動推進プロジェクト 技プロ 7.09 防災・気候変動プログラムにも該当

送変電網緊急改修計画準備調査 協準

環境分野の青年海外協力隊 JOCV

2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

ザンベジア州コメ生産性向上プロジェクト 技プロ 6.68

無電化村落の住民によるジャトロファバイオ燃料を活用した小規
模電化プロジェクト

草の根技協

稲作用持続的灌漑設備開発プロジェクト マルチ 15百万USD
世界銀行開発政策・人材育成基金
（PHRD)

農業技術促進を通じた農村開発セミナー 国別研修

農業分野の青年海外協力隊／シニアボランティア JOCV/SV

農業分野の課題別研修 課題別研修

農業分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力 草の根無償 0.22

ナカラ回廊開
発・整備プログ
ラム

ナカラ回廊及び周辺地域におけ
る道路・橋梁の整備・改修など
の社会基盤整備を行い、回廊周
辺地域の農業開発支援、及び教
育・保健等包括的な支援を行
う。

マプト回廊開
発・整備プログ
ラム

南アフリカに通じるマプト回廊
のゲートウェイとなる首都マプ
トの都市機能を強化するため、
開発計画の策定、インフラ整
備、技術支援を行う。

開発目標１－１
（小目標）

回廊開発支援

開発目標１－２
（小目標）

農業開発

【現状と課題】
　モザンビークにおけるSDG1（絶対的貧困層の撲滅）及びSDG2（飢餓の撲滅）の達成の鍵となるのが農
業セクター開発である。全人口の70%が居住する農村部における就業者の95%は農業に従事しており、ま
た、全農家の96%が小規模家族農家であり、低投入・低生産性の自給自足型農業を営んでいるため農家の
収入は著しく低いことから、小規模農家の生産性の向上と市場へのアクセスの向上が重要である。さら
に，米の国内供給が国内生産でまかなえず，輸入に頼っている現状であり，今後，国内の米の生産性を
向上させることが重要である。

【開発課題への対応方針】
（１）農民の生計向上：貧困削減及び食料安全保障の観点から、地方の小規模農家をターゲットに、既存の
普及体制の整備・強化，普及員の能力向上、農民の組織化・体制強化、適切な営農方法・農業技術の指導・
定着等の支援による農業生産性の向上及び農民の生計向上･生活改善を目指す。
（２）農業・農村開発の行政能力向上支援：総合的なコミュニティ開発を目指し、中央及び地方レベルでの
人材育成を行う。
（３）米増産支援：農業生産性向上支援の一環として、日本の比較優位性及び「アフリカ稲作振興のための
共同体（CARD)」の活動を活用した稲作支援に取り組み，米の国内供給の増加を目指す。
（４）G7で開始された「食料安全保障及び栄養のためのニューアライアンス」の枠組みで，日本は米国とと
もにモザンビークにおける共同リード国であることから，他ドナーとも連携を図る。

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考

農業技術支援プ
ログラム

農民の生計向上に資する既存の
技術普及体制の整備・強化，普
及員の能力向上、農民の組織
化・体制強化、適切な営農方
法・農業技術の指導・定着等の
支援による農業生産性の向上及
び農民の生計向上･生活改善を
行うと共に、農業・農村開発の
行政能力向上支援を行う。ま
た、CARDの取組を活用し、米増
産支援を行う。



2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

一村一品運動を通じた地域産業振興プロジェクト フォローアップ

産業分野の課題別研修 課題別研修

魚市場運営管理・水産物衛生改善 個別専門家

投資促進円滑化能力能力強化プロジェクト 技プロ 4.26

鉱物資源分野における能力強化プロジェクト 技プロ 2.51

産業人材育成センター能力強化プロジェクト 技プロ 6.53

職業訓練センター改善計画 協準

アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ 国別研修

サブサハラアフリカ地域ＳＭＥ向け技術へのアクセス向上 マルチ 1.5百万USD 世銀・国際金融公社（IFC）経由

電子マネー技術を用いた金融・情報インフラ事業(BOPビジネス連
携促進)

協準

ティラピア養殖・販売事業準備調査(BOPビジネス連携促進) 協準

産業振興分野の青年海外協力隊 JOCV

電力マスタープラン策定支援プロジェクト 開発計画

インフラ整備関連課題別研修 課題別研修

支援額

（億円）
備考

産業振興プログ
ラム

「持続可能な経済成長の促進と
加速化」に向けた具体的取組と
して産業振興の上で弊害となっ
ている地雷の除去支援、観光振
興、一村一品による雇用機会の
創出、地方産業の育成及び首都
の中心となる魚市場の建設によ
る漁業振興を行う。また、日本
企業の進出を促進するため、投
資促進センター(CPI)への専門
家派遣等を通じた投資環境整備
を行う。

経済インフラ整
備プログラム

経済インフラの中でも、特にモ
ザンビークの農産品の流通・人
の移動の促進等、経済開発に重
要な主要道路・橋梁・港湾の整
備を進める。その際、貧困削
減･地方開発の観点と、モザン
ビーク国内にとどまらない南部
アフリカ域内の経済開発･産業
振興の観点を踏まえた支援を実
施する。

【現状と課題】
　「持続可能な経済成長の推進」に向けた具体的取組として、産業振興、及び経済インフラ整備が喫緊
の課題であり、これらが外国企業とのパートナーシップの下事業化されている現状に鑑みると、投資促
進のための体制整備・人材育成が不可欠である。産業振興では、観光開発、一村一品による地方産業の
育成、内戦後20年を経過してもいまなお国内に埋設されたままの地雷の除去支援、経済インフラ整備で
は、依然として未整備・未舗装の箇所が多い基礎インフラ（特に道路、橋梁）の整備が必要である。
　モザンビークの観光振興はポテンシャルが高く、雇用機会の創出、投資促進等に寄与し、国家の経済
振興に重要な役割を果たすことが期待できる。加えて、地方における一村一品運動を相互的に作用さ
せ、中央省庁と地方都市の連携を強化するとともに、地域住民全体に裨益することが期待されている。
　道路橋梁分野において、政府は「道路セクター戦略」を通じて道路建設・維持管理を積極的に進めて
いくとともに、鉄道、港湾、電力網の整備に力を入れていく方針である。幹線道路と港湾の整備及び周
辺地域の開発促進はモザンビークのみならず周辺内陸国の経済成長に寄与することが期待される。
　
　

【開発課題への対応方針】
開発課題に対して以下の取組を行う。
（1）一村一品及び観光開発による雇用機会の創出、地方産業の育成を図る
（2）日本企業の進出の後押しも含む投資環境改善のための人材育成
（3）道路・橋梁・港湾等経済インフラの整備・関連人材育成
（4）地雷除去支援

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム

実施期間

開発課題１－３
（小目標）

産業開発



重点分野２
（中目標）

2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

HIV/エイズ対策システム強化アドバイザー 個別専門家

人間的出産・出生ケア 第三国研修 於：ブラジル

保健人材養成機関教員能力強化プロジェクト（フェーズ2） 技プロ 2.80

基礎保健分野の課題別研修 課題別研修

保健人材育成分野の青年海外協力隊 JOCV

保健分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力 草の根無償 0.27

2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

初等教員養成校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェク
ト

技プロ 6.45

教育分野の青年海外協力隊 JOCV

教育分野の課題別研修 課題別研修

教育分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力 草の根無償 0.19

備考

基礎保健改善プ
ログラム

保健指標の低い地域において、
保健人材育成要請機関を核にし
た人材育成・医療サービスの向
上を支援する。

開発目標２－２
（小目標）

教育

【開発課題への対応方針】
開発課題に対して「平和と成長のための学びの戦略」に基づき，以下の取組を行う。
（1）基礎教育の改善
（2）中等教育の現職教員研修システムの強化・教育の質の改善
（3）学校施設（中等教育）・教員養成校の建設

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム

開発目標２－１
（小目標）

保健・医療

【開発課題への対応方針】
開発課題に対して以下の取組を行う。
（1）保健人材養成機関を核にした人材育成とインフラ整備を通じた医療サービスの向上
（2）HIV/AIDS関連組織の能力強化
（3）医療機器管理・保守に係る技術移転

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）

実施期間
支援額

（億円）
備考

基礎教育へのア
クセス改善・質
向上プログラム

現職教員研修システムの構築・
強化と学校施設の増設による、
教員の育成と教育の質の改善に
重点的に取り組む。

【現状と課題】
モザンビークでは人々の保健医療サービスへのアクセスを改善するために、医療施設の整備等が進めら
れてきているが、同施設でサービスを提供する医療人材の人数と能力が決定的に不足しているために、
保健医療サービスの質に大きな問題を抱えている。特に、医療人材（医師を除く）を養成する医療従事
者養成学校においてはいまだ統一カリキュラムが整備されていない等、適切な知識と技能を有した医療
人材を育成するための体制を構築することが急務となっている。さらに、モザンビークではHIV/AIDSの
感染率が地域によって大きく異なっており、特に感染率の高い地域における一層の予防啓発が喫緊の課
題となっている。

人間開発

【現状と課題】
モザンビーク政府は、MDGsの一つでもある初等教育へのアクセスの改善に集中的に取り組んだ結果、
2010年の時点で純就学率95.5％を達成したが、その一方で、増加する小学校と生徒の数に教員の数が追
いつかなかったため、教員養成期間の短縮と、無資格教員の雇用によりその需給ギャップを埋めてき
た。その結果、教員の能力低下が深刻な問題となっており、新任教員および現職教員の能力強化のため
の研修機能の強化を図ることが喫緊の課題となっている。さらに、初等教育及び中等教育へのアクセス
拡大の結果、1クラス当たりの生徒数が急増しており、学校施設の増設が喫緊の課題となっている。



2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

給水・衛生分野の課題別研修 課題別研修

地方給水・衛生分野の青年海外協力隊 JOCV

水分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力 草の根無償 0.40

重点分野３
（中目標）

2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

森林管理能力強化アドバイザー 個別専門家

森林保全計画 無償 6.19

REDD＋モニタリングのための持続可能な森林資源情報プラット
フォーム整備プロジェクト

開発計画 8.95

持続的森林管理・保全プロジェクト 技プロ 5.50

気象観測および予警報能力向上プロジェクト 技プロ

水関連災害リスク管理組織能力強化支援 個別専門家

環境・防災・気候変動分野の課題別研修 課題別研修

持続可能な土地・水資源管理プロジェクト マルチ 1.2百万USD
気候投資基金（CIF）アフリカ開発銀行
経由

干ばつ被災支援及び水害対策の強化 マルチ 0.64 UNICEF経由

環境分野の青年海外協力隊 JOCV

備考

給水・衛生改善
プログラム

給水率の低い地域を中心に、安
全な水の供給及び衛生施設の普
及を目指し、コミュニティ住民
の維持管理能力の強化・衛生習
慣の定着を支援する（給水施設
の建設や改修も含む）

開発目標２－３
（小目標）
給水・衛生

【開発課題への対応方針】
開発課題に対して以下の取り組みを行う。
（1）安全な水の供給及び衛生施設の普及

協力プログラム名 協力プログラム概要

協力プログラム概要 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）

案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）

【現状と課題】
　モザンビーク政府の開発計画であるPARPにおいて、環境・気候変動対策は横断的な課題の一つとして
重要視されており、中でも気候の安定化に貢献するための温室効果ガス排出削減と経済成長を両立さ
せ、かつ深刻化する被害に対処するための支援が必要である。また、モザンビークは、貴重な森林資源
を有するため、その保全を中心とした環境・気候変動への対策が必要である。
　また、モザンビークは災害に対して非常に脆弱であり、2010年3月の洪水、2012年1月のサイクロン，
2013年1月の洪水及び2015年1月の洪水では人々の生活のみならず、農業・電力インフラなどが一部崩壊
し産業活動にも大きな被害・影響が出ており、防災能力の向上・災害リスクマネージメントは大きな課
題となっている。また、災害のメカニズム、災害要因を把握することが重要であり、特に気象観測デー
タを正確かつ迅速に伝達することで災害への予防と繋がり、その整備は急務の課題である。都市部にお
いては、環境汚染が都市機能を低下する原因ともなり、ごみ処理を始めとして環境対策を強化すること
が必要である。
　

【現状と課題】
人間の生活に欠かせない安全な水へのアクセスが困難な地域に対する給水施設及び衛生状態の改善が喫
緊の課題である。

防災・気候変動対策

備考

防災・気候変動
プログラム

森林資源の保全のための機材整
備・保全技術移転、森林減少・
劣化からの温室効果ガス排出削
減(REDD+)に資する管理モニタ
リング体制の構築支援を行うと
共に、防災力強化のため気象観
測能力の強化について取り組み
を行う。

開発目標３
（小目標）

環境・気候変動
対策

【開発課題への対応方針】
開発課題に対して以下の取組を行う。
（1）森林管理能力強化アドバイザーを中心とした森林保全技術の移転
（2）森林管理機材の整備及び森林管理能力の強化
（3）防災力強化のための技術能力の強化
（4）都市部における環境質の改善

協力プログラム名



その他

【現状と課題】

2016
年度
以前

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

国際漁業振興協力事業 農林水産省技協

青少年育成(スポーツ、交通安全)、社会的弱者支援 JOCV

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修）、「ＪＯＣＶ」
（＝青年海外協力隊）、「ＳＶ」（＝シニア海外ボランティア）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型））、「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・ＪＩＣＡ以外の省庁及び
独立行政法人等が実施している技術協力）、「民間提案型技協」（＝開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、「無償」（＝以下に特記するサブ・スキームを除く全ての無償資金協力）、「水産無償」（＝水産無償資金協力）、「食糧援助」（＝食糧援助）、「一
般文化」（＝一般文化無償資金協力）、「草の根文化」（＝草の根文化無償資金協力）、「緊急無償」（＝緊急無償資金協力）、「日本ＮＧＯ」（＝日本ＮＧＯ連携無償資金協力）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償資金協力）、「有償」（＝円借款、海外投融資）、
「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキーム）、「中小企業支援」（＝中小企業海外展開支援事業「基礎調査」、「案件化調査」及び「普及・実証事業」、並びに中小企業連携促進基礎調査）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）

実施期間
支援額

（億円）
備考

その他個別の案
件

その他
（個別重点課

題）

【開発課題への対応方針】

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム


